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内閣官房長官　　菅　　義　偉　殿　


東京国家公務員・独立行政法人労働組合共闘会議
議長　水　谷　孝　男


霞が関国家公務員労働組合共闘会議
議長　小　池　浩　之


霞が関における長時間残業及び非常勤職員の
労働条件の抜本改善を求める要求書

　貴職が、国家公務員労働者の優れた人材確保や育成、さらにその持てる力を最大限に発揮するための人事政策確立のために、日々尽力されていることに敬意を表します。
さて安倍政権の重要課題の一つに「働き方改革」があります。この点では私たちは本省庁の集中する霞ヶ関における長時間残業問題と、国家公務員職場における非常勤職員の労働条件の問題を最重視しています。

長時間残業の問題では、過労死を生むような働き方は、何としても政・労・使一体でなくしたいものです。
ところで、政府のおひざ元、霞が関の本省庁では、「不夜城」と呼ばれるように、長時間残業が恒常化しています。私たちが今春行った残業アンケート（調査対象期間2016年１月～2016年12月）でも月間平均34.6時間、年間では415時間もの残業を余儀なくされています。また過労死の危険ラインと言われる月80時間以上の残業者が約6.5％、過労死を感じている・感じたことがあるとの回答は29％にのぼっています。
根本問題は、仕事量に見合った人員配置がされていないことにあります。人員が不足し、本来国民に果たさなければならない業務そのものの遂行に支障がきたしては、政府自身の責任問題にもなりかねません。この問題の抜本改善については、労使一体で取り組む課題と考えています。

次に非常勤職員の問題です。平成2 9 年3月 28日、 働き方改革実現会議が決定した「働き方改革実行計画」では、同一労働同一賃金の導入を強調し、「仕事ぶりや能力が適正に評価され、意欲をも って働けるよう、同一企業・団体におけるいわゆる正規雇用労働者（無期雇 用フルタイム労働者）と非正規雇用労働者（有期雇用労働者、パートタイム 労働者、派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消を目指す」と述べています。
また、平成 29年 5月 24日の人事管理官会議では、「人事管理運営協議会幹事会申合せ 」（同4月27日）事項「1、基本となる給与 非常勤職員を採用する際の基本となる給与（再採用の際の基本となる給与を含 む。）については、非常勤職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員に対し支給 されている俸給月額の実態に留意しつつ、当該非常勤職員の職務内容を踏まえ、その職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等を考慮して決定するものとする。２ 特別給（期末手当／勤勉手当）に相当する給与 非常勤職員に対し、その勤務実態（勤務期間、各月の勤務日数、各勤務日における勤務時間数）等を適切に考慮の上、期末手当／勤勉手当に相当する給与を支給するものとする。なお、勤勉手当に相当する給与の支給に当たっては、適正に把握した勤務実績も適切に考慮するものとする」が確認され、政府の前進的対応も見られます。
現在非常勤職員は7万人を数え、国家機関の現実の職務の遂行には欠かせない存在となっています。この点からも非常勤職員の安定的労働条件の整備は喫緊の課題です。

以上の立場から貴職には、以下の内容を要求するものです。貴職が実態を再度しっかり把握していただき、その改善に尽力されることを切に要望するものです。同時に労使の話し合いによって改善できるものは、スピード感をもって対応できるよう、指導していただくことも強く要望します。

記

Ⅰ　霞が関の残業に関わって

１、数値を定めた残業時間の上限規制を法文上定められるよう、関係機関に働き
かけること。

２、国家機関の職場における実効ある残業規制を行うこと。

３、国家機関の職場においても「36協定」に準じて、労使の話し合いによって上限が決めることができるよう、必要な措置をとること。

４、国会における質問通告ルールが確立されるよう、関係機関に働きかけること。

５、長時間残業を是正するため労使の話し合いが促進されるよう、各省庁を指導すること。


Ⅱ　非常勤職員の労働条件改善にむけて

１、非常勤職員制度を抜本的に見直し、雇用の安定、均等待遇などをはかる法制度を整備すること。また、そのために必要な予算措置を行うこと。

２、恒常的・専門的・継続的業務に従事する非常勤職員は、常勤化・定員化すること。そのため、総定員法の廃止や定員合理化計画の中止・撤回、行政体制の整備・拡充をはかるよう尽力すること。

３、非常勤職員の任用について、公正な人事管理を行うための法整備を行うこと。また、労働契約法の解雇権濫用法理や無期転換制度と同様の制度を整備すること。

４、任命権者に原則任用更新の義務を課すこと。また、一律的・一方的な「雇い止め」は禁止すること。

５、非常勤職員の身分保障を常勤職員と同様に実効あるものとするための法整備を行うこと。

６、期間業務職員の更新に係る公募要件は、専門性維持を困難にし、深刻な精神的負担をもたらすことから撤廃すること。

７、職務給の原則、同一価値労働同一賃金を基本とする均等待遇を確立すること。

８、職務内容、職務経験等に応じた賃金の引き上げを行うとともに、昇給制度を設けること。

９、休暇制度について、不合理な相違を解消して、常勤職員と同等の制度とすること。そのためにも以下を早急に実現すること。
ア　無給とされている休暇を有給とすること。
イ　非常勤職員の忌引休暇、病気休暇、子の看護休暇について、６か月以上任用の制限を撤廃すること。また、年次有給休暇を採用時から取得できるようにすること。
ウ　非常勤職員に対しても、結婚休暇、夏季休暇を制度化すること。

以上
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